ダイ9カイ(2016ネン）ショウワジョシダイガクジョセイブンカケンキュウショウ・ショウワジョシダイガクジョセイブンカケンキュウショウレイショウ（バンドウマリコキキン） by unknown
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第9回（2016年）昭和女子大学女性文化研究賞・
昭和女子大学女性文化研究奨励賞（坂東眞理子基金）
１．選考委員長あいさつ
 坂東　眞理子　　　　
みなさんこんにちは。第 9 回（2016年）昭和女子大学女性文化研究賞・昭和女子大学女性
文化研究奨励賞、それに今年は特別賞を合わせてお三方に贈呈することを決定いたしました。
その贈呈式、そしてまた記念講演にお忙しい時間をさいて出席していただいた皆様に改めて厚
く御礼を申し上げます。
第 9 回ということに私は改めて感慨を深めております。2008年からその年に出版された著
作、男女共同参画社会の推進と女性文化の振興に資する本に対して顕彰をしたいということ
で、始めたこの賞も 9 回を重ねてまいりました。出版文化の危機が叫ばれておりますが、本は
著者の並々ならぬ志とエネルギーと時間、出版社の方たちのサポート、そして読者に支えられ
て初めて世の中に出ると私は思っております。出版に費した時間、それまでに流した汗の割に
は、本を書くということ、本を出版するということは最近ではあまり報われておりません。し
かし、私は、本は地味ではあるかもしれないけれども、人々の意識を変え、行動を変え、社会
を変える大変大きな営みであると思っております。この男女共同参画社会の形成、女性文化の
振興に当たっても 1 冊 1 冊にこめられた皆様の思いがそれを推進しているのだと思い、この賞
を設けました。これまで 9 回この賞が続けて来られたのは、多くの方々がそういう本を出版し
てくださったということはもちろんですが、研究所の所員、選考委員の方たち、なかでも特に
最初の予備審査をする人たちのエネルギーと、この賞に対する愛情がなくては続けることはで
きませんでした。改めてこの賞に協力された皆様方に感謝し、そしてまた立派な著作を書いて
いただいた受賞者の方々に感謝したいと思います。
プログラムにこれまでの受賞者、受賞作＊が掲載してありますが、ご覧になってお分かりの
ように年によっては残念ながら該当作なしということもございます。しかし年によってはこん
なにたくさん良い本が出版されて、どれにすればよいか困ってしまう、迷ってしまう年もござ
います。今年はそのうれしい年で、いい作品がたくさん候補に並びました。また改めて選考経
過について選考委員の方からご紹介がありますが、浅倉氏の研究賞は本当にこれからの男女共
同参画社会の形成に大きな一歩を記す著作であり、今後ともさらにいろいろな著作を生み出す
母体になるのではないかという著作です。昭和女子大学の関係者の方に差し上げる研究奨励賞
は瀬戸山氏がこれからの高齢社会の在り方を見据えてどのように成人の発達をサポートしてい
くのかという問題意識を持って丁寧な研究をされた著作です。また、特別賞の遠藤みち氏の
『両性の平等をめぐる家族法・税・社会保障』は70年の実務経験から見たたくさんのケースを
見事に分析された著作で、本当に今年は素晴らしい実りだったなと改めて実感しております。
ぜひこの賞が今後とも継続していくことができるように、素晴らしい著作が次々と出版される
ことを祈って私のごあいさつといたします。 （ばんどう　まりこ　女性文化研究所所長）
＊過去の受賞者と授賞作は82 ページに掲載しています。
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２．昭和女子大学女性文化研究賞
浅倉　むつ子（早稲田大学大学院法務研究科教授）
『雇用差別禁止法制の展望』（有斐閣　2016年）
受賞のことば 
この本は私にとって 5 冊目の単著です。執筆は常に孤独な労苦を伴いますが、出版は、多
くの方々の協力により初めて実現する楽しい作業です。それだけに今回の賞は、周りの方々
と共にいただいたと感じます。ありがとうございました。本書で展望したように、日本の雇
用平等法制が、長期的な議論を通じて、均等法モデルに限定されない広汎で包括的な差別禁
止法制へと組み替えられるよう期待しつつ、今後も研究を続けたいと思います。
受賞者略歴
1948年　千葉県生まれ。1979年　東京都立大学大学院博士課程単位取得退学。
1979年から東京都立大学法学部勤務。1993年 早稲田大学より法学博士号授与。
2004年から早稲田大学大学院法務研究科教授。
主な著作
『男女雇用平等法論－イギリスと日本』（ドメス出版）1991
『均等法の新世界－二重基準から共通基準へ』（有斐閣）1999
『労働とジェンダーの法律学』（有斐閣）2000
『労働法とジェンダー』（勁草書房）2004
『フェミニズム法学－生活と法の新しい関係』（共著、明石書店）2004
『比較判例ジェンダー法』（共編著、不磨書房）2007
『同一価値労働同一賃金原則の実施システム』（共編著、有斐閣）2010
【目次】
第Ⅰ部　日本的雇用と労働法制
　　第 1 章　日本的雇用慣行と性差別
　　第 2 章　労働分野における性差別の現状と課題
　　第 3 章　男女雇用機会均等法の変遷
　　第 4 章　男女別コース制と賃金差別
第Ⅱ部　ワーク・ライフ・バランス政策と妊娠・出産・育児差別
　　第 5 章　少子化対策とワーク・ライフ・バランス
　　第 6 章　妊娠・出産・育児を理由とする差別への挑戦
第Ⅲ部　性差別禁止法理の再編をめざして
　　第 7 章　労働法とジェンダーの視点
　　第 8 章　性差別と人格権侵害
　　第 9 章　同一価値労働同一賃金原則
　　終　章　包括的差別禁止法制の構築に向けて
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３．昭和女子大学女性文化研究奨励賞
瀬戸山　聡子（明星大学心理学部非常勤講師）
『現 代日本女性の中年期危機についての研究－危機に対するソーシャル・サポートと容姿を維
持向上する努力の効果－』（風間書房　2016年）
受賞のことば
このたびは、昭和女子大学女性文化研究奨励賞に選出いただき、誠に有り難う御座いまし
た。本書は、博士（学術）の学位を得た論文を纏め直したもので、現代日本の中年期女性が
生涯発達上経験するであろう、ある小さな一要因に関する複数の実証的研究から得た知見と
なります。選考委員の先生方に心より感謝申し上げますとともに、ご指摘頂きました課題を
もとに、今後も研究に真摯に取組み精進して参りたいと思います。
受賞者略歴
1964年　東京生まれ。1987年　成蹊大学法学部卒業後、企業での社会人生活。
2007年　 昭和女子大学大学院生活機構研究科心理学専攻臨床心理学講座修了／修士（心理学）
2013年　 昭和女子大学大学院生活機構研究科生活機構学専攻生活文化大講座修了／博士（学
術）臨床心理士・産業カウンセラー・CEAP（国際 EAP 協会認定国際 EAP コンサ
ルタント）
主な著作
『女性と仕事』（共著、御茶の水書房）2010
『女性とキャリアデザイン』（共著、御茶の水書房）2016　
 『従業員支援サービス（EAP）の惨事即応手法－マルチ・システムレジリエンスアプローチ』
（共同翻訳、Createspace Independent Publishing Platform）2016
【目次】
第 1 章　序論
第 2 章　現代日本女性の中年期の時期区分〔研究 1〕
第 3 章　現代日本女性の中年期危機〔研究 2〕
第 4 章　中年期女性へのソーシャル・サポート〔研究 3〕
第 5 章　中年期女性の容姿を維持向上する努力〔研究 4〕
第 6 章　 女性の中年期危機に対するソーシャル・サポートと 
容姿維持向上努力の効果〔研究 5〕
第 7 章　総括と展望
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４．昭和女子大学女性文化特別賞
遠藤　みち（税理士・全国女性税理士連盟相談役）
『両性の平等をめぐる家族法・税・社会保障－戦後70年の軌跡を踏まえて－』
 （日本評論社　2016年）
受賞のことば
女性の就業率は、1975年当時45％程度、2013年には62.5％（15～64才）となり、年齢25
～54 才では、2016 年は 72.7％となりましたが、OEDC 34ヵ国中 23 位、欧州諸国は 80％を
超えており、日本の男性並みです（80.3％、38ヵ国中第 3 位）。私が女性も自分自身で財産形
成をすべきと主張してから約40年経っています。さらなる諸政策がなされることにより、欧
州諸国、日本の男性並みに実現されることを願って、今後を見守っていきたいと思います。
受賞者略歴　
 1934年 東京都生まれ。1953～64年 裁判所勤務。1963年 中央大学通信教育学部法律学科
卒業。1967～70年 公認会計士遠藤宏事務所従事。1970年 税理士試験合格。1971年 税理
士登録開業。2010年 筑波大学大学院ビジネス科学研究科修士課程修了。
全国女性税理士連盟元会長・相談役、日本税法学会研究委員。
主な著作
『妻たちの税金』（共著、ぎょうせい）1986　　『妻たちの法律』（共著、ぎょうせい）1988
『配偶者控除なんていらない !?』（共著、日本評論社）1994
『家族と税制』（共著、弘文堂）1998
『検証　税法上の不確定概念』（共著、中央経済社）2000
『これからの家族と財産』（ビーケイシー）2001
『納税者勝訴判決』（共著、税務経理協会）2004
【目次】　第 1 部　女性の自立と家族法・税法　
　　　　　第 1 章　婚姻と夫婦財産制
　　　　　第 2 章　夫婦間不平等に対する補完制度
　　　　　第 3 章　離婚に伴う財産分与と課税
　　　　　第 4 章　課税単位
　　　　　第 5 章　親族が事業から受ける対価
　　　　　第 6 章　人的控除としての配偶者控除
　　　　第 2 部　家族の変容と社会保障
　　　　　第 1 章　家族の変容
　　　　　第 2 章　私的扶養から公的扶養へ
　　　　　第 3 章　公的年金
　　　　　第 4 章　引取扶養から公的介護へ
　　　　　第 5 章　介護保険と医療費控除
　　　　第 3 部　社会保障制度と税制
　　　　　第 1 章　 社会保障制度と税制、公債問題
　　　　　第 2 章　少子化対策としての税額控除、手当等
　　　　第 4 部　平等に関する訴訟
　　　　　第 1 章　夫婦の氏に関する訴訟
　　　　　第 2 章　婚外子訴訟
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５． 第 9回（2016年）「昭和女子大学女性文化研究賞」選考報告 
 昭和女子大学女性文化研究賞選考委員会
（1）選考経過
2016年に発行された著作を対象とする第 9 回「昭和女子大学女性文化研究賞」の選考対象
は、自薦・他薦を含む単著と共著24点であった。
第 1 次選考は、2 月10日、3 月10日の両日に学内選考委員によって行われ、第 1 次選考基
準に沿って候補作として次の単著 2 点を選んだ（発行月順）。
遠藤みち『両性の平等をめぐる家族法・税・社会保障－戦後70年の軌跡を踏まえて－』
 （日本評論社　2016年 4 月）
浅倉むつ子『雇用差別禁止法制の展望』 （有斐閣　2016年12月）
これら 2 点についての第 2 次（最終）選考は、4 月21日に学外選考委員の東京大学社会科
学研究所教授 大沢真理氏、内閣府男女共同参画局長 武川恵子氏の出席の下、女性文化研究賞
選考委員会で行われた。
検討の結果、候補作 2 点のうち、労働分野における今日の性差別問題をジェンダーの視点か
ら法理論・法制・法政策に亘って考察し、日本の雇用差別禁止法制の新たな段階への展望を描
いた浅倉むつ子氏の『雇用差別禁止法制の展望』に第 9 回「昭和女子大学女性文化研究賞」を
贈呈することを決定した。
　＊ 参考：第1次選考基準（2008年度、第1回本賞選考時に、選考の目安として確認された）
　 1）単著を優先する。2）テーマが「女性文化研究賞」の趣旨に合い、明確かつ有意義である。 
3）研究方法、分析視角が優れている。4）著作の独創性と体系性。5）結論、提言の明瞭さ。 
6）叙述の成熟性
（2）選考結果
第 9 回（2016年）「昭和女子大学女性文化研究賞」受賞作
浅倉むつ子『雇用差別禁止法制の展望』　　（有斐閣　2016年12月）
（3）受賞作の選考理由
早稲田大学大学院法務研究科教授である浅倉むつ子氏は、本受賞作を含む単著 5 冊と多数の
共編著・論文に示されるように我が国の性差別禁止法制・雇用平等法制に関する研究の第一人
者である。氏は、学術研究のみならず、2000年代には日本労働法学会代表理事、ジェンダー
法学会理事長、日本学術会議会員を歴任されるなど日本の労働法学を代表する研究者であり、
あわせて実践活動においても男女賃金差別事件や妊娠・出産に起因する不利益取扱い事件等に
関する多数の「意見書」の提出や、国連女性差別撤廃条約の研究と普及への貢献など貴重な実
績を残されている。
全 632 頁に及ぶ大著『雇用差別禁止法制の展望』の内容については著者の受賞講演にゆだ
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ね、ここでは受賞作の研究上の意義について述べる。
浅倉氏の専門領域はジェンダー法学の一画を占めるジェンダー労働法学である。本書「第 7
章　労働法とジェンダーの視点」によれば、ジェンダー法学がフェミニズムをベースに、法学
分野のジェンダー問題を分析し、法学の既存の専門領域にジェンダー視点を導入することを意
図したように、ジェンダー労働法学の課題は、ジェンダー視点から労働法の基礎理論の見直
し・再構築を提起し、ジェンダーに関わる特定領域の研究テーマ、具体的には、雇用平等／差
別禁止法理の研究、同一価値労働同一賃金問題、セクシュアル・ハラスメントの法理の研究等
に対しジェンダー平等を追求する視点から分析を加えて、既存の労働法学に新たな知見をもた
らすことにある。
著者の最近10年余りの研究業績をベースに編まれた本受賞作は、3 部・10章のタイトルか
らも明らかなように日本におけるジェンダー労働法学の到達点を示し、労働法理論の新しい地
平を拓くものである。
ジェンダー労働法学としての本書の主要な理論的功績を挙げると、第 1 は、労働法の男性中
心主義批判である（第 7 章第 3 節）。近代市民法を批判し、ブルジョアジーに固有の人権・権
利をプロレタリアートにも拡大する役割を担って登場した労働法が包摂したのは男性労働者で
あり、対象とした労働は市場労働としてのペイド・ワークであった。ジェンダーという視座か
ら労働法の脱構築をめざす著者が提唱するのは、「女性中心アプローチ」である。労働市場の
労働とあわせて家族圏の「ケア労働」を担い、妊娠・出産する身体をもつ労働者である「女性
としての経験」を中心に据えた労働法理論の展開である。
第 2 に、「女性中心アプローチ」の視座から批判的検討が加えられるのは本書第Ⅱ部に収録
された国の少子化対策やワーク・ライフ・バランス政策であり、妊娠・出産・育児を理由とす
る差別への挑戦である。労働者の「私生活」というものをほとんど考慮に入れてこなかった伝
統的な労働法理論では登場しなかった新たな問題群である。
1990年代以降の少子化対策の展開を追った著者が危惧するのは、少子化対策が労働政策の
基本的方向性を決定する影響力を持ち、ついにはあらゆる個別施策の上位概念にまで拡大して
いる現状である。著者は、妊娠・出産・育児・介護といった生殖や家族生活に関わる個人の営
みを国の「少子化対策／両立支援策」において取り扱う場合には、①個人による自己決定の尊
重、②労働分野における妊娠・出産に関する不利益取扱い禁止、③ジェンダー平等の 3 つの観
点がその前提として不可欠であり、これらの施策には、性別・性差に由来する固定観念や偏見
を排除するジェンダーに敏感な視点が必要であると主張する。
他方、「ワーク・ライフ・バランス」は「労働時間に関する使用者の一方的な決定権に制限
を加え、労働者の生活に関する自己決定を一定の範囲で保障する意味を持つ」と述べる著者
は、すべての労働者を対象としたワーク・ライフ・バランスの法規範的根拠を、①労働条件に
関する労使対等決定の原則、②憲法14条にいう平等原則・均等待遇原則、③憲法13条が保障
する幸福追求権や人間の尊厳の保障に求めている。
第 3 に指摘したいのは、「性差別禁止法理の再編」にかかわる課題として著者が心血を注い
できた第 9 章の「同一価値労働同一賃金原則」に関する研究である。浅倉氏のイギリスの男女
平等賃金法制・判例研究の業績は、1991年に第11回山川菊栄賞を受賞された最初の単著『男
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女雇用平等法論―イギリスと日本』に遡り、その蓄積の厚さにおいて浅倉氏の右に出る者はい
ない。
第 9 章第 3 節で、イギリスとEUの男女同一価値労働同一賃金をめぐる判例法理の詳細な分
析から析出した 2 つの訴訟類型、すなわち「職務価値の同一性に着目した訴訟類型」と「間接
性差別禁止法理をめぐる訴訟類型」に関する研究は圧巻である。近い将来、日本における同一
価値労働同一賃金原則の実現に向けた著者の「労働諸法制の改正」提案をはじめ本書の研究成
果が、男女／正規・非正規平等賃金の実現に活きることを期待している。　　
最後に、本書ならではの現代的な意義と、著者が本書に込めた思いは、終章に掲げられたわ
が国における「包括的差別禁止法制の構築」の提起である。この背景には、イギリスで包括的
差別禁止立法である2010年平等法が成立し、同法を著者がきわめて精緻に分析した成果があ
る（本書の終章第 2 節、第 9 章第 4 節として収録）。
2010年平等法によれば、「包括的」とは、「年齢、障害、性別再指定、婚姻および民事パー
トナーシップ、人種、宗教もしくは信条、性別、性的指向」といった多様な差別事由（保護特
性）に関わるさまざまな差別の形態を、単一の法をもって禁止することを意味している。本法
は、イギリスの差別禁止立法の長い歴史のうえに実現した「第五世代の変革的平等の法」と言
われているが、著者は「イギリスの包括的差別禁止立法に倣って、日本でも、法において禁止
される差別概念の議論を深化させることが、変革的社会を実現するためには必要不可欠であ
る」と宣言する。
この課題は、日本の労働法学への斬新な提起であり、著者自身にとっても研究上の新たな飛
躍である。今後益々の研究の前進を期待している。
６． 第 9回（2016年）「昭和女子大学女性文化研究奨励賞」選考報告 
 昭和女子大学女性文化研究賞（研究奨励賞）選考委員会
「昭和女子大学女性文化研究奨励賞」は、卒業生を含む若手の昭和女子大学関係者の著作に
対し贈呈するものである。
第 9 回研究奨励賞は、2016年に刊行された単行本 4 点が選考対象となった。第 1 回目の研
究奨励賞選考委員会は2017年 2 月10日に開催し、選考対象 4 点について検討した。また第 2
回目の選考委員会は 3 月10日に開催し、瀬戸山聡子氏の『現代日本女性の中年期危機につい
ての研究－危機に対するソーシャル・サポートと容姿を維持向上する努力の効果－』（風間書
房 2016年 2 月発行）が最終候補となり、本書に「研究奨励賞」を贈呈することが決定された。
瀬戸山聡子氏は、成蹊大学法学部卒業後、企業での社会人生活を経て、昭和女子大学大学院
生活機構研究科にて修士号、博士号（学術）の学位を取得された。現在は、ピースマインド・
イープ株式会社コンサルティング本部EAPスーパーバイザーとして、従業員支援プログラム
サービス等を含む、心理臨床及びカウンセラー育成に携わる傍ら、明星大学・聖徳大学・東京
南看護専門学校にて兼任講師として教育に携わっておられる。
本書は 2013 年 3 月に本学大学院生活機構研究科に提出された博士論文を基に執筆され、
2015年度昭和女子大学博士論文出版助成を受けて刊行されたものである。本書は 7 章から構
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成され、第 1 章の序論に続き、第 2 章から第 6 章までが調査研究、第 7 章が「総括と展望」で、
全297頁である。
本書が選ばれた理由の第 1 点目は、単独の著作であること、第 2 点目は、日本の性別役割分
業のあり方や、「男らしさ・女らしさ」規範の内在化にも関連する女性と男性の異なる発達課
題及び中年期危機に着目した点は、ジェンダー平等と男女共同参画社会形成に資する研究内容
であり、本賞の趣旨に合致した内容であること、第 3 点目は乳幼児期から青年期の研究が中心
である生涯発達心理学の中で、重要性が指摘されつつも実証的研究が乏しい中年期女性を対象
として、丹念に研究成果を導き出していると判断されたことによる。
瀬戸山氏は、10年以上に渡り、現代日本女性の発達課題と中年期危機のテーマに取り組み、
臨床心理士として、成人を対象とした心理臨床に携わる中で本研究をまとめている。瀬戸山氏
は、中年期危機に対するサポート源として、友人やカウンセラー等の家族以外の他者を考慮す
ることの重要性と、従来の地縁・血縁を超えたつながりは女性特有のものであることを指摘し
ている。さらに本書は、知覚されたソーシャル・サポートと容姿を維持向上する努力が、女性
の中年期危機の予防や軽減効果に影響を及ぼしていることについて、モデルの構築を試みてい
る点が注目に値する。
本書を女性文化研究奨励賞に決定するにあたり、選考委員会が最も評価した点は、瀬戸山氏
が、生涯発達の視点から、「関係性」を重要な要素として機能させていく中年期女性に対する
ソーシャル・サポートの活用は、中年期危機への対応のみならず、超高齢社会で精神的な健康
を保ちながら生きるための重要な要因でもあることを明らかにしたことにある。このことを、
中年期の時期区分を丁寧に検討した上で、家族状況の違いによって異なるモデルを構築し、質
問紙調査を中心としながら面接調査も組み合わせて、多様な側面から丁寧かつ詳細に実証的に
検討した点に本研究の独自性が認められ、優れた点であるといえる。
最後に、本研究ならびに瀬戸山氏に期待することとして、次の 2 点を挙げたい。
第 1 点目は、瀬戸山氏自身も研究課題として挙げている家族状況別のモデル構築について、
さらなるデータの積み重ねによる対象者の群分けと理論仮説の再検討により研究を深めるこ
と、第 2 点目は、それに関連して、家族状況のみならず、ライフスタイルを規定する要因とし
て考えられる、就労状況、経済状況、地域等との関連性についても視野に入れて研究を発展さ
せることである。
選考委員会として、今後ますますの研究のご発展を祈念いたします。
７． 第 9回（2016）「昭和女子大学女性文化特別賞」選考報告 
 昭和女子大学女性文化研究賞選考委員会
本書は、長年全国女性税理士連盟にて活動なさり、同連盟元会長、現在相談役でいらっしゃ
る遠藤氏が、その税理士としての実績と研究を集大成なさった労作である。内容は大きく 4 部
で構成されている。
第 1 部「女性の自立と家族法・税法」では、両性の本質的平等が憲法で謳われていながら、
なぜ夫婦の実質的平等が図られていないのか、という問題意識の下に、家族法と税法について
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6 章にわたり検討している。第 1 章「婚姻と夫婦財産制」、第 2 章「夫婦間不平等に対する補
完制度」、第 3 章「離婚に伴う財産分与と課税」、第 4 章「課税単位」、第 5 章「親族が事業か
ら受ける対価」、第 6 章「人的控除としての配偶者控除」という構成になっている。ここでは
個人単位課税が原則である日本で、税法上の補完制度として始まった配偶者控除の、今後の在
り方を問う上での問題点が論じられている。第 2 部「家族の変容と社会保障」においては、既
に「少子超高齢社会」に突入した日本での、最適の社会保障制度・税制の在り方を問うため
に、5 章にわたり検討されている。第 1 章「家族の変容」、第 2 章「私的扶養から公的扶養へ
―親族扶養と生活保護法」、「Ⅰ　私的扶養―親族扶養」「Ⅱ　公的扶養―生活保護法」、第 3 章
「公的年金」、第 4 章「引取扶養から公的介護へ」、第 5 章「介護保険と医療費控除」と続いて
いる。第 3 部「社会保障制度と税制」は、社会保障制度と社会保険料の関係上の問題を、給付
と負担という観点から論じ、第 1 章「社会保障制度と税制、公債問題」、第 2 章「少子化対策
としての税額控除、手当等」からなっている。第 4 部「平等に関する訴訟」では、夫婦別氏訴
訟と婚外子訴訟の最高裁判決の例に即して検討し、第 1 章「夫婦の氏に関する訴訟」、第 2 章
「婚外子訴訟」、という構成である。
このように遠藤氏は、両性の本質的平等実現のために尽力することをライフワークと思い定
め、終始ぶれることのない立脚点から、現実生活に直結する税制上の重要な諸問題を丁寧に取
り上げ、明快に論説されている。家族法や夫婦財産制と言った社会制度のあり方や家族関係を
規定する前提となっている座標軸を、制度の背景や歴史的な経緯をふくめ、諸外国の制度との
比較もはさみながら、解きほぐして解説されている。このような両性に関わる制度や法に関す
るベーシックな著作は、これからの政策論議にとっても示唆に富んだものである。選考委員会
において、本書は、実務に裏付けられた説得力に富む貴重な労作であり、社会への貢献度も高
く、特別賞として顕彰したい、という声が多く上がり、最終選考委員会にて「特別賞」の贈呈
が決まった。この著書の存在が多くの人に知られ、人々の意識喚起につながり、男女共同参画
に関わる今後の政策展開にも大いに資することを期待している。
８．贈呈式報告
2017年 5 月30日、第 9 回（2016年）昭和女子大学女性文化研究賞・同研究奨励賞（坂東眞
理子基金）贈呈式、記念講演ならびに受賞記念祝賀会が、昭和女子大学学園本部館にて開催さ
れた。
両賞は坂東眞理子昭和女子大学理事長・総長・女性文化研究所長が寄贈した基金をもとに
2008年に創設され、男女共同参画社会の推進、あるいは女性文化研究の発展に寄与した研究
を対象とする。女性文化研究賞は日本語で著された単行本、研究奨励賞は卒業生を含む本学に
関係する若手研究者・大学院生による日本語で著された単行本や論文（博士論文を含む）を対
象とし、今回はこれに女性文化特別賞が加えられた。
第 9 回は2016年に出版され推薦のあった作品の中から、浅倉むつ子氏（早稲田大学大学院法
務研究科教授）の『雇用差別禁止法制の展望』（有斐閣）に女性文化研究賞、瀬戸山聡子氏
（明星大学心理学部非常勤講師）の『現代日本女性の中年期危機についての研究―危機に対す
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るソーシャル・サポートと容姿の維持向上する努力の効果』（風間書房）に女性文化研究奨励
賞、遠藤みち氏（税理士・全国女性税理士連盟相談役）の『両性の平等をめぐる家族法・税・
社会保障―戦後70年の軌跡を踏まえて―』（日本評論社）に女性文化特別賞の授与が決定した。
贈呈式では、岸田依子選考委員の開会の辞、選考委員の紹介、坂東眞理子選考委員長のあい
さつ、続いて森ます美選考委員が女性文化研究賞、粕谷美砂子選考委員が女性文化奨励賞の選
考について報告した。掛川典子選考委員は今回女性文化特別賞を設けるに至った経緯と選考に
ついて報告した。各賞の選考基準、応募総数、最終選考に残った候補著作の研究意義や価値、
男女共同参画を促進するため研究になにが求められるのか、今後の課題などが詳細に述べられ
た。引き続き坂東選考委員長が各賞を贈呈した。
贈呈式後、女性文化研究賞の浅倉むつ子氏による記念講演「雇用差別禁止法制の展望」が行
われた。同氏は「同一価値労働同一賃金原則」の実現にむけて「労働諸法制の改正」を提案し
たこと、提案した法制度と今日の法改正とは懸隔があることについて言及した。また、最近話
題の女性活躍推進法については、女性の活躍を阻む要因の解消を視野に入れていると肯定的に
評価しつつも、現政権が取り組む雇用改革は女性活躍推進法と対立する要素が含まれており、
矛盾があると指摘した。この矛盾を解消する方策として、イギリスをモデルとした「包括的差
別禁止法制」を日本でも構想化して、立法化にむけた議論を進める必要性を説いた。
受賞記念祝賀会には、受賞作の出版社である有斐閣の佐藤氏、風間書房の風間氏、日本評論
社の岡氏、そして岡澤憲芙早稲田大学名誉教授をはじめ、本学内外の受賞関係者が多数出席し
た。出版文化の危機が叫ばれる中、地道な研究を取り上げ顕彰する昭和女子大学女性文化研究
賞に対し、今後についても期待する言葉が学外関係者から相次いだ。女性文化研究の将来の発
展と期待を語り合う和やかなひと時であった。
 （川畑由美：ニューズレターNo.69から転載）
９．これまでの受賞者・受賞作
昭和女子大学女性文化研究賞
第 1 回　岩間暁子『女性の就業と家族のゆくえ：格差社会のなかの変容』東京大学出版会
第 2 回　辻村みよ子『憲法とジェンダー：男女共同参画と多文化共生への展望』有斐閣
第 3 回　木村涼子『〈主婦〉の誕生：婦人雑誌と女性たちの近代』吉川弘文館
第 4 回　藤井和佐『農村女性の社会学：地域づくりの男女共同参画』昭和堂
第 5 回　該当なし
第 6 回　大沢真理『生活保障のガバナンス：ジェンダーとお金の流れで読み解く』有斐閣
第 7 回　河上婦志子『二十世紀の女性教師：周辺化圧力に抗して』御茶の水書房
第 8 回　該当なし
昭和女子大学女性文化研究奨励賞
第 1 回　粕谷美砂子『男女共同参画時代の女性農業者と家族』ドメス出版
第 2 回　 斎藤悦子『CSRとヒューマン・ライツ：ジェンダー，ワーク・ライフ・バランス，
昭和女子大学女性文化研究所紀要　第45号（2018. 3）
83
障害者雇用の企業文化的考察』白桃書房
第 3 回　 吉田仁美『高等教育における聴覚障害者の自立支援：ユニバーサル・インクルーシ
ブデザインの可能性』ミネルヴァ書房
第 4 回　該当なし
第 5 回　今井美樹『近代日本の民間の調理教育とジェンダー』ドメス出版
　　　　 渡邉祐子『長期勤続女性の活用に関する心理学的研究：女性のリーダーシップ、マ
ネジメント・スキルからのアプローチ』いなほ書房
第 6 回　吉原令子『アメリカの第二波フェミニズム：一九六〇年代から現在まで』ドメス出版
第 7 回　 中山節子『時間貧困からの脱却にむけたタイムユースリテラシー教育：ESCAP地
域の人間開発新戦略』大空社
第 8 回　該当なし
10．第 9回（2016年）募集概要
昭和女子大学女性文化研究賞
副賞件数/副賞　1 件 /30万円
受 賞 の 対 象　 男女共同参画社会形成の推進、あるいは女性文化研究の発展に寄与する研
究。2016年 1 月 1 日～12月31日の 1 年間に出版され、日本語で著された単
行本に限る。
応 募 資 格　著者の年齢・性別・国籍は不問。
応募受付期間　2016年12月 1 日から2017年 1 月31日
応 募 方 法　 自薦・他薦を問わない。昭和女子大学女性文化研究所ホームページに掲載の
応募用紙を利用。
選 考 方 法　「実施要項」に基づき選考委員会にて審査。
発 表　2017年 5 月 1 日（創立記念式典内・女性文化研究所ホームページ上で発表）
贈 呈 式　2017年 5 月30日
昭和女子大学女性文化研究奨励賞
副賞件数/副賞　1 件 /10万円
受 賞 の 対 象　 男女共同参画社会形成の推進、あるいは女性文化研究の発展に寄与する研
究。2016年 1 月 1 日～12月31日の 1 年間に出版され、日本語で著された単
行本・論文（博士論文を含む）に限る。
応 募 資 格　著者の年齢・性別・国籍は不問。
応募受付期間　2016年12月 1 日から2017年 1 月31日
応 募 方 法　 自薦・他薦を問わない。昭和女子大学女性文化研究所ホームページに掲載の
応募用紙を利用。
選 考 方 法　「実施要項」に基づき選考委員会にて審査。
発 表　2017年 5 月 1 日（創立記念式典内・女性文化研究所ホームページ上で発表）
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贈 呈 式　2017年 5 月30日
　＊ 昭和女子大学女性文化特別賞は応募作全体から選考委員会が必要に応じて贈賞を決定するため、
この賞単独の募集はしていない。
11．選考委員
学内選考委員（研究賞・研究奨励賞）
学校法人昭和女子大学理事長・総長・女性文化研究所所長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂東眞理子（選考委員長・大学院生活機構研究科教授）
昭和女子大学学長　　　　　　　　　　金子　朝子（大学院文学研究科教授）
昭和女子大学女性文化研究所副所長　　掛川　典子（大学院生活機構研究科教授）
昭和女子大学女性文化研究所運営委員　森　ます美（大学院生活機構研究科教授）
昭和女子大学女性文化研究所運営委員　岸田　依子（大学院文学研究科教授）
昭和女子大学女性文化研究所運営委員　志摩　園子（大学院生活機構研究科教授）
昭和女子大学女性文化研究所運営委員　粕谷美佐子（大学院生活機構研究科准教授）
昭和女子大学女性文化研究所運営委員　伊藤　　純（大学院生活機構研究科准教授）
研究賞学外選考委員
内閣府男女共同参画局長　　　　　　　武川　恵子
東京大学社会科学研究所教授　　　　　大沢　真理
